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0 白肌邦生，丹羽 清 ( 東大総合 ) 

i  はじめに 

マネジメント 分野での産学共同による 研究は，現 

場の最先端の 問題を改善し ， 新しい理論の 種を生み 

出す可能性があ るために，近年その 積極的な推進が 
期待されている。 
従来の産学連携の 内容は主に大学から 産業への 知 

識の移転 ( 児玉。 鈴木 
大学法学術的な 理論に 

6) ことからも，現場で 全く新しい知識 

い うよ りはむしろ。 ( 教育を含めた ) 

既存理論の応用やその 可能性を検証することに 注力 
してきた傾向にあ ると考えられる ，産学協同の メリ 

、 ソト を よ り一層活かすためには ， こうした知識の 移 

乾 に留まらず新たな 知識を生産していく 協同のあ り 

マネジメント 分野での 学 共同に よ る知識創造で 

難しいことは ，企業の間 解決と並行して ，いかに 

学術的価値のあ る研究をしていくかということであ 
る。 特に企業と大学でほ 同じ言葉でも 意 映合いが異 

なったり。 大学側の提示する 施策には企業における 
実験可能性の 観点からその 内容に制限がかかること 

が 多かったり。 もともと異なる 視点を持つために 負 

のコンフリクトも 生じやすい。 したがって大学の 望 

むような研究計画を 企業に実施させるためには 協同 

プロセスに工夫が 必要であ るといえる。 我々はこれ 

に対し。 産学協同による 知識創造は 2 タイプの手順を 

同時並行で追 う ことが必要であ ると考えた。 第 2 ほ企 

業の問題改善。 解決のための 手順，第 2 は学術研究成 

果を生むための 手順であ る． 

本稿 は 我々の産学協同プロジェクトの 取り組み状 

況を報告することで ，現場の問題状況の 改善に寄与 
を作り出す持続的な 関係を構築す 

るための 2 つの手順を紹介し。 さらに，両者を 組み合 

わせる際に重要だと 考える点について 提案すること 
を目的とする． 

我々は日本の 大手自動車製造業の 
織 活性化に関する 共同研究を行った。 以下にその 詳 

細を記す   

究 テーマ 

本稿では企業組織の 今日的問題の 1 つとして 組 

活栓化の開題を 扱う。 で ゐぬ h ぬ臆ひ銭鋤は 。 組織が 

性 催している状態を㊤ 構成 が 共通の目的を 持ち 

(2) その目的の実現のために んで貢献しょうとす 
る 状態と定義している。 この定義を考慮すれば。 組 

織活性化とほ 個人の職務意欲に 大きく関係している 
といえる。 我々は個人の 職務意欲を高めることを 手 

段として組織の 活性化を目指すことをプロジエクト 

のテーマとした。 

発 プロセス 

まず，協同以前の 企業側の状況について 説明する。 

企業側は。 数年前から全社的に 実施している 活性化 
に関する社内調査において。 部下の仕事へのモチベ 

ーションが年々低下傾向にあ った。 この事実に対し ， 

マネジャー は それぞれの部下や 同僚のマネジャー ら 

と 意見交換を行い。 様々な施策を 毎年実施していた． 

しかしその施策の 多くは戦略的というよりほむしろ ， 

全社的なアンケ 一汁で平均よりも 得点の低かつた 項 

目 @ こ 対応させた一時的なものであ ったためか，残俳 

ながら大きな 効果は得られていなかつた．我々 ほ こ 

の話を。 緊筋 年初頭に実施した 職務意欲に関するア 

ンケー トの 結果をプレゼンテーションした 際に担当 

者から受け，筆者らが 技術者のモチベーションマネ 

ジメントについて 研究していた 背景もあ り。 大学側 

が当該企業に 対し協同によるマネジメント 研究を申 

し出た。 

序論で述べたよ 5@ こ 。 産学協同では 産業の抱える 

状況を改善させると 同時に，学術研究としても 
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図 2  2 タイプの手頃 を用いた共同研究プロセス 

価直を持たなければならない．従って 我々は 図 1 のように 2  た施策などについて 説明し，大学側 は 。 技術系人材 

のための手順， 意欲に関する 研究をしていること。 統計的な解析手法を 研 

れぞれの手順 究の方法論として 得意としていることなどを 説明した． こ 

の詞 l 項 @ こは 6  のとき，当該企業で 使われている「モテベーショ 、 Ⅱ とい 

ぅ言葉の意味が「目標の 明確注ョとして 捉えられており ， 
実ぬ，ブ イードバッタ 分析。 開示，があ る。 こ 学術的に「モチベーション」が 意 映する「目標達成に 向け 

た行動の強度       断売油 。 方向性」という 意味とは若干異な 

セス をべ ー スに作成して っていたことが 知覚された．我々は 企業側の文ほ 低に沿って 

いる・学術研究のための 刊圓こ @fi 段階のステップ : 研究 未 従業員のモチベーションを 高めなければ㍉、 けないため。 企 
開拓領域への 誘導，制約百における 施策の設計。 施策実施 業側の意味内容も 盛り込んでモチベーションを 再定義した   

のための説得，実験環境の 整備，次年度の 協同に向けた ア 

ピール，があ る。 以下でほ問題状況改善のための 手順を軸 

に 。 2 タイプの 刊 慎を説明する   企業側から報告を 受けた「マネジャーが 過去に実施した㏄ 

しくは既に提案されている ) 施策」を「現在，学術的に 開 
拓 進行中の研究テーマ」と「分析 単ィ立 』の 2 軸で 

況を知り，どのような 術 研究のための 策 1 ステップ : 研究未開拓領域への 誘導を 問題意識を持ち ， 今までどのようなことをしてきたのかを 翻 た 本稿では「現在，学術的に 開拓 遷 ぅ中の研究 テ一 
紹介しあ った．企業側でを 胡賎場 環境，全社的に 導入してい が 目標管理であ る．これは通常 1 年の業務 

る モラールサーベイの 結果。 その結果に応じて 実施してき して 噌標 の 設姐 ， 「目標追求期間」。 
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とい 涛 つの区切りがあ 阿古刀 ジ ), どれも現在更なる 研 
究が必要なホットなテーマであ る．またもう 五つの軸とし 

て，マネジヤ 一のマネジメント 対象 ( ろき析 学位 ) を「個人 J, 

「集団」。 「その他 ( 設備など ) 」という区切りを 設定し 
たし． 

と マネジメントの 対象とでアトリク 

が 多いことがわ 力も ろ 。 これは 訪鰯策 の 繊 

てもマネジ ャ 一ヵが活性化のた 瑚こ " 考えている 

存在しないという 意味であ ることを 

時は まさに年次目標設定面談が 迫っていたため ，我々泣こ 

の年次目標設定面談においてマネジャーが 部下の 

を 高めることを ，   問 改善のためのターゲッ 

して定義した。 

表 2  企業の施策の 整理 

ここまでで重要な 点は。 状況認識により 産学の役割を 互 

いに 認 : 識 したあ と，学術的に 研究が発展途上段階にあ るテ 

ーマと関連付けて。 企業力慈子ってきた 施策を 

を行ってこなかった 部分を指摘することで ， 

の 誘導とマネジメン㌃ 施策として新規性を 感じさせる 

の 定義を両立している 点であ る   

前 ステ、 ソプで「年次目標設定面談において 部 
            という問題状況改善のためのターゲ 、 ソト 

した。 本節はそのため ほ ついて述べる．双述し 

たように，企業側における「モチベーション ( があ る ) J 

とは。 業務目標を明確に 持って日々の 仕事を行っているこ 
とを意味していたため ，我々は面談において 業務目標を印 

象 付け，さら @ 迷続蜘こ 業務目標を心こ 持ち続けさせ るた 
め @ こほ 何をすべきかを 検討した。 糸目 冨 

トも シンプルなものにし 口諾 い、 

に 大学側の アヵデ 

ミックな視点が。 どれだけ取りこぼしなく 企業に 

ため。 提案の実施が 

領域に絞った 上での話であ る。 ことに加え。 社内アンケー 

ト結果など手に 入れることのできるあ らゆる社内リソース 
を考 慰こ 入れた結果から 生まれた とりⅠ う 

ンテーションを そ 了い説得したため ， のため 

を制限する 修 lE 力 まなく施策は 実施されることが 決まった。 

設定面談 % き @ こおいて。 口部門の課長。 部長相当の各マネ 

るために，事後アンケ 一汁として目標の 

学術的には重要であ る項目に関する 質問も盛り込んだ。 具 
体的には，モチベーションを 判断する時には 学術的な定義 

に基づいた質問でなければならならず。 そのための必要項 

目 @ こついて追加し ，またキャリア 成長に関 討 - る 議論が個人 

のメンタルにどのように 影響したのかに 関するメカニズム 

があ る程度判明できる 項目も同アンケートに 追加した。 

冤 以上の部下が 自分自身の業務目標を 明 

確にできたことが 事後アンケートより 明らかになった． ま 
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た学術的な意味からも 
ることが明らか @ こ なり 

定量データから 考える 
も面談について 従業員から肯定的な 意見が寄せられた。 ま 
た。 今までマネジャーらが 実施してこなかった 領域の施策 

ゆえ。 面談中に被面接者から。 通常と違 う 印象を受けたと 
のコメントをもらったとするマネジャーが 多かった。 さら 
に マネジャ一のマネジメントスタイルについての 認識も変 

化した。 

学術的には， 共 分散構造分析の 結果から木取り 組みで用 
いたガイドラインの 有効性が示さ これに関する 研究成 

果が溺は詰翅 だ子 き十 画学会の論文 誌に されることが 決定し 
ている。 

も 継続させるために ，我々は木 

取り組みから 得られた統計 プ 一夕を分析し 新たな仮説を 生 
成した。 さらに企業側に 対し，共同研究に 対する 認謂 をよ 

り多くの入に 持たせるという 目的から，当該部門の 部課長 

会議にて木取り 組み。 およ り潟漸 しく生成された 仮説につい 
て報告することで。 次年度はよりナ 趨 模に プロジェクトを 
実施していくことを 提案した，この 会議に @ 
ンバ一だけではなく。 人事部のメンバーも 出席した．この 

6 年度も連携して 研究を継続 封 - ることが決定して 

いる． 

況 の 改蕎こ 寄与し ， 新しい理論の 種 

を 作り出づ ヰ 手続的な関係を した人材研究分野 @ こ おける 
共同研究事例の 五つとして みの産学協同プロジェクト 
の取り組ラサ 3 大洗について 報告した 
手順により，産業にとって ぼ 現場 

学 ことっては当該取り 組みにおけるマネジメント 施策が論 

に ，それぞれつながった． 

このように，企業と 大学という利害の 異なるメンバーが ， 

糸麟鍵刮封ヒ というテーマの 下に互Ⅴ 幼滝礒 - 面 血 こなるよ う 
連携を維持していく 困ま タイプのプロセスタイプを 効果 

的に組み合わせることが 求められよ う 。 本 縞の緒論として ， 
その 2 タイプの手慎を 両立するにあ たり，我々が 特に重要で 

あ ると考える点を 2 点挙げたい。 

第 l@ ま ，解決すべきターゲット を学術的 @ こ 未開拓な 
いらに研究が 望まれる ) 研究領域と関係付ける 際の工夫 
に関する点であ る。 本稿では目標管理にまつわる 業務とマ 
ネジメント対象でマトリクスを 作成し，過去のマネジャー 

らの施策を整理した．産業の 問題を学術的なテーマと 結び 

つけることはそれほ はな ノ 切ま，そのテーマに フオ 

一 カスすることが 産 てどれだけ新しく ，意義あ る 

ことなのかを ，産業 しやすい方法で 説明できなけれ 

ばならない。 この点を満足することで。 企業の 

改善が学術的な 成果にもつな ； ; リラる よ引こなる   

のための説得の 工夫であ 

る 。 施策設計では 産学双方の用いる 言葉の意味の 確認が重 

よう @ こ， 同じ言葉でも 産調こおいて 意味 

合いが異なることがあ る場合，それら 
いかなければ ，産業のニ一犬 こ 応える 

ヒ記の 2 ポイント は 一般化するにはより 多くの事例を 

必要とするものの ，産学両者 力 51w4% ㎡ 田 こなるためには 2 

タイプの性質の 異なる手順を 効果的に組み 合わせながら 

取り組みを推進させていく 必 、 要があ るため，考える 意義 

があ るといえよ う 。 
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